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株式移転に関する覚書締結のお知らせ 

 

 キャピタル・パートナーズ証券株式会社（以下、「CPS」といいます。）とキャピタル ア

セットマネジメント株式会社（以下、「CAM」といいます。）は、共同して株式移転計画を作

成し、CPS においては平成 30 年 5 月 29 日、CAM においては平成 30 年 6 月 7 日開催の、両

社取締役会での決議を経て、株式移転に関する覚書を締結致しましたので、下記の通りお

知らせいたします。 

 

記 

１．株式移転の条件等 

（１）株式移転の日程 

     平成 30 年 5 月 29 日        株式移転計画の承認取締役会（CPS） 

     平成 30 年 6 月 7 日       株式移転計画の承認取締役会（CAM） 

     平成 30 年 6 月 7 日       株式移転計画締結（両社）  

          平成 30 年 6 月 26 日（予定）  定時株主総会で株式移転計画を承認（CPS） 

     平成 30 年 6 月 27 日（予定）  定時株主総会で株式移転計画を承認（CAM） 

     平成 30 年 10 月 1 日（予定）  株式移転の日（共同持株会社設立日） 

    ただし、今後、手続きを進める中で、やむを得ない状況が生じた場合は、両社協

議の上、日程を変更する事があります。 

 

（２）株式移転比率 

   株式移転に際して両社の株式に割当てる共同持株会社の普通株式数比率（株式移転

比率）を、以下の通りと致します。 

 CPS CAM 

株式移転比率 1 2.727 

   これにより、CPS の普通株式 1 株に対して、共同持株会社の普通株式 1 株を、 CAM



の普通株式 1 株に対して、共同持株会社の普通株式 2.727 株を割当て交付致します。 

本株式移転比率につきましては、CPS および CAM 両社は株式会社キャピタル・ス

トラテジー・コンサルティングを第三者算定機関と選定し、本株式移転に用いられる

株式移転比率の算定を依頼致しました。株式会社キャピタル・ストラテジー・コンサ

ルティングは修正簿価純資産額法を評価方法として採用し、その算定結果を踏まえ、

CPS および CAM 両社が交渉・協議を行い上記本株式移転比率を決定致しました。   

但し、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合に

は、CPS および CAM 両社協議の上、変更されることがあります。 

 

２．共同持株会社の概要 

（１）商号      キャピタル フィナンシャルホールディングス株式会社 

【英文名：Capital Financial Holdings, Ltd.】 

（２）事業内容    グループの事業を営む会社およびこれに相当する事業を営む外国

会社の株式または持分を所有することにより、当該会社の事業活

動を支配および管理すること目的とする。 

（３）本店所在地   東京都千代田区 

（４）取締役候補 

役 職 氏 名 主な現任 

取締役 筒井 豊春 CPS 代表取締役 

取締役 柚木原 正啓 CPS 特別顧問 

取締役 梅村 義幸 CPS 取締役 

取締役 竹井 信治 CPS 取締役 

取締役 臼木 孝 CAM 取締役 

（５）監査役候補 

役 職 氏 名 主な現任 

 監査役 外立 憲治 CPS 監査役 

（６）資本金     1,000,000,000 円 

（７）発行予定株式数 設立時発行予定株式数 普通株式 163,405 株 

（８）会計監査人   監査法人五大 

（９）株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 

 

３．株式移転の当事者の概要（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

（１）商号 キャピタル・パートナーズ証券

株式会社 

キャピタル アセットマネジ

メント株式会社 

（２）事業概要 第一種金融商品取引業 

第二種金融商品取引業 

投資運用業 

投資助言・代理業 



第二種金融商品取引業 

商品投資顧問業 

（３）設立年月日 2003 年 5 月 2004 年 1 月 

（４）本店所在地 東京都千代田区 東京都千代田区 

（５）代表者 代表取締役 筒井 豊春 代表取締役 田淵 英一郎 

（６）資本金 10 億円 2 億 8 千万円 

（７）発行済株式総

数 

139,668 株 8,705 株 

（８）純資産 1,779,156 千円 307,319 千円 

（９）総資産 3,357,699 千円 528,698 千円 

（１０）決算期 3 月 3 月 

（１１）従業員数 92 名 25 名 

 

４．買取請求権の行使について 

    CPS または CAM の株主が、その有する当該会社の株式につき、当該会社に対して会

社法第 806 条に定める反対株主の買取請求権を行使するためには、CPS の株主は平成 30

年 6 月 26 日開催予定の定時株主総会に先立って、CAM の株主は平成 30 年 6 月 27 日開

催予定の定時株主総会に先立って、本株式移転計画に反対する旨を当該会社に通知し、か

つ、上記当該会社の定時株主総会において本株式移転計画に反対した場合、当該会社が行

う会社法第 806 条第 3 項の通知または同上第 4 項の公告を行った日から 20 日以内に、書

面によりその株式買取請求に係る株式の数を明らかにする必要があります。 

以 上 


